
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハラスメント防止のための指針 

 

 

 

 

 

 

 

         

    

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護老人保健施設 おうらの光 

通所リハビリテーション おうらの光 

訪問リハビリテーション おうらの光 

居宅介護支援事業所 おうらの光 
 



 

第 1 条（目的） 

本規定は、全ての職員（正社員、パート、派遣社員を含む）が、互いの尊厳を尊重し、

安全で健康的に働くことができる職場環境を維持することを目的とする。 

 

第 2 条（当事業所の姿勢） 

当事業所は、いかなる形態のハラスメントも容認しない。ハラスメントは個人の尊厳を

傷つけるだけでなく、サービスの質の低下、離職の要因となる重大な法的リスクである

と認識し、組織全体で撲滅に取り組む。 

 

第 3 条（定義と具体的行為） 

本規定で対象とするハラスメントを以下の通り定義する。 

 

●パワーハラスメント 

・身体的・精神的な攻撃（殴打、暴言、人前での執拗な叱責） 

・人間関係からの切り離し（無視、仲間外れ） 

・過大な要求・過小な要求（到底無理な業務の押し付け、掃除のみを命じる等） 

 

●セクシュアルハラスメント 

・性的な冗談、容姿や身体への接触。 

・性的な言動に対し拒絶した職員への不利益な取扱い。 

・妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント 

・制度利用（育休・時短勤務等）を阻害する言動、または利用を理由とする嫌がらせ。 

 

●カスタマーハラスメント（利用者・家族等によるもの） 

・身体的暴力： 叩く、蹴る、物を投げつける。 

・精神的暴力： 怒鳴る、「辞めさせる」等の脅迫、執拗な説教。 

・性的嫌がらせ： 卑猥な言動、不必要な身体接触、自慰行為を見せる。 

・過剰な要求： 契約外のサービス強要、長時間にわたる拘束。 

 

第 4 条（相談窓口の運用） 

設置： 事務所内に相談窓口を設置し、責任者および相談員を配置する。 

   また、事業所外の相談窓口として法人人事部にも相談窓口を設置する。 

受付： 事業所内、事業所外ともに対面、電話、メール、書面のいずれの方法でも 

  受け付ける。 

広報： 窓口担当者の氏名は、休憩室等への掲示により全職員に周知する。 

   事業所外の窓口担当者についてはグループウェア掲示版にて周知する。 

 

第 5 条（カスタマーハラスメントへの組織的対応） 

利用者または家族等からハラスメントを受けた場合、職員は以下の手順で対応する。 

 



●即時報告 被害を受けた職員は、直ちに管理者に報告する。 

 

●一人で抱え込まない 悪質なケースでは、担当者の交代、または必ず 2 名体制での訪

問・介助に切り替える。 

 

●記録の保持 被害の状況（日時、内容、相手の言動）を詳細に記録する。必要に応じ

て録音等を行う。 

 

●警告と契約解除 事業所は加害者（利用者・家族）に対し、口頭および書面で厳重注

意を行う。改善が見られない場合は、運営規定および契約書に基づき、サービスの停止

または契約解除の手続きを速やかに進める。 

 

※事業所外の相談窓口については対応別途フローの通りとする。 

 

第 6 条（事実確認と措置） 

・相談を受けた場合、管理者は速やかに事実関係を調査する。 

・事実が確認された場合、被害者と加害者の引き離し（シフト調整や担当変更）を最

優先に行う。 

・行為者（職員）に対しては、就業規則に基づき以下の処分を行う。 

・訓戒、減給、出勤停止、または解雇。 

 

第 7 条（プライバシー保護と不利益な取扱いの禁止） 

・相談内容および調査で得た情報は、機密情報として扱う。 

・相談を理由とした解雇、配置転換、その他の不利益な取扱いは一切禁止する。 

 

第 8 条（教育・研修） 

事業所は、年 1 回以上のハラスメント防止研修を実施し、職員の意識啓発を図る。 

 

 

 

 

 

平成 26 年 7 月 1 日作成 

令和 7 年度 10 月 1 日全面改定 

 

 

 

 

 

 

 



 

おうらの光 ハラスメント防止対策委員 構成員 

 

施設長    関上 豪一 

事務長    相澤 浩之 

副施設長   岡島 瑞枝 

入所看護師  飯田 由紀江 

通所リハスタッフ  髙橋 洋之 

居宅ケアマネ 関口 久美子 

管理栄養士  的場 美知子 

 

令和 7 年 10 月 1 日 


